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 1．モロッコの概要と開発課題 

 

 概要 

  モロッコは、国事全般にわたり国王自らの親政により決定される体制を基礎としているが、現モハメッド6

世国王（1999年7月即位）は、貧困層への理解を示し、輸送・通信網等といったインフラ整備にも力を入れ

て社会・経済面における近代化を推進するとともに、人権や民主主義といった面でも努力を行っている。 

   モロッコは、歴史的な関係や、経済・外交・安全保障のいずれの面においても地政学上の要地であること

から、マグレブ、アフリカ、中東諸国との連帯が強いだけでなく、米国やEU（特にフランス、スペイン等）

との関係も深く、良好な外交関係を維持・発展させている。 

   一方で、領土問題である「西サハラ」問題についても国連住民投票監視団（MINURSO：United Nations Mission 

for the Referendum in western Sahara）が引き続き派遣中であり、国連の枠組みの下での交渉による解決が模索

されており、モロッコは、国王自ら自治権付与プランを発表し、同問題解決に向けて外交努力を行っている。 

   2000年からの経済開発プログラムは事実上終了しており、新たな経済開発計画は策定されていないものの、

2005年5月には、モハメッド6世国王が「人間開発に係る国家イニシアティブ（INDH：Initiative Nationale pourle 

Developpement Humain）」を発表し、予算的措置及び実施体制に係る人材育成・研修制度を手当した貧困対策、

地域格差是正のための国家プログラムを推進している。同プログラムは、貧困度等の基準によって特に照準

とすべき地方部におけるコミューンや都市部における区画等を確定し（全国で406コミューンが対象）、モロ

ッコにおいて課題となっている貧困、識字率、女性の社会進出、基礎的経済活動に対処し、経済・社会基盤

の強化を進めると共に、人権面における状況改善や民主主義の基盤強化を推進している。 

  経済的側面については、経済・商業活動基盤の近代化は着実に進んでいる一方で、重要産業である農業は

降雨量の多寡により大きく影響を受けること、世界の埋蔵量の約75％を占める燐鉱石や石油の国際市場価格

変動が貿易収支に大きく作用することなど、外的要因による変動の影響を受けやすく経済基盤は脆弱である。

また、国際競争力を有する新たな産業育成についても模索中の段階にある。 

   対外経済政策面においては、世界貿易機関（WTO）を軸とした多国間協力、欧州連合（EU）、地中海諸国、

マグレブ諸国を対象とした地域協力及びその他諸国との二国間関係強化を展開している。特に、近年EUとの

自由貿易協定（2000年3月発効、2012年の完成予定）、モロッコ、チュニジア、エジプト及びヨルダンの4か

国間の自由貿易協定（2004年2月署名、2006年7月時点未発効）、米国との自由貿易協定（2004年6月署名、2006

年1月発効）、トルコとの自由貿易協定（2004年4月署名、2006年1月発効）等を締結したこともあり、貿易量

は年々増加している。また、中国との協力関係も進んでおり、貿易も増加傾向にある。 

 経済・社会開発計画 

  2000年8月に国会で承認された経済・社会開発計画（2000～2004年）では、経済成長率の増加、投資・貯蓄率

の向上、失業率の低下、非識字率の低下等の政策目標が掲げられた。また、人間開発に係る国家イニシアティ

ブ（INDH）は、「地方部貧困対策」、「都市部における社会的弱者対策」、「生活困窮者対策」、「横断的プログラ

ム」の4プログラムから構成され、同プログラム実施にあたっては、ガバナンスの強化（実施の各段階に関わ

る人材の研修・育成）、予算の面での手当（ハッサン2世基金、国家予算等、支援プログラムを担保する予算

措置）、適切なニーズ把握（各市町村等の当事者が自ら関わって案件形成等を行う）も併せて行われている。 
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表－1 主要経済指標等 

指     標 2004年 1990年 

人   口   （百万人） 29.8 23.9 

出生時の平均余命 （年） 70 64 

総   額 （百万ドル） 49,380 24,798 
Ｇ Ｎ Ｉ 

一人あたり （ドル） 1,570 1,030 

経済成長率   （％） 4.2 4.0 

経常収支   （百万ドル） 970 -196 

失 業 率   （％） 10.8 15.8 

対外債務残高 （百万ドル） 17,672 25,004 

輸   出 （百万ドル） 16,632.16 6,238.56 

輸   入 （百万ドル） 19,859.79 7,782.54 貿 易 額注1） 

貿 易 収 支 （百万ドル） -3,227.63 -1,543.98 

政府予算規模（歳入） （百万ディルハム） － 56,212.00 

財政収支   （百万ディルハム） － 28,665.00 

債務返済比率（ＤＳＲ） （対GNI比,％） 6.1 7.2 

財政収支 （対GDP比,％） － -2.2 

債務 （対GNI比,％） 39.2 － 

債務残高 （対輸出比,％） 90.9 － 

教育への公的支出割合 （対GDP比,％） 6.3 － 

保健医療への公的支出割合 （対GDP比,％） － － 

軍事支出割合 （対GDP比,％） 4.5 4.1 

援助受取総額 （支出純額百万ドル） 705.9 1,048.8 

面   積 （1000km2）注2） 447 

Ｄ Ａ Ｃ   低中所得国 
分   類 

世界銀行等   IBRD融資適格国（償還期間17年） 

貧困削減戦略文書（ＰＲＳＰ）策定状況 － 

その他の重要な開発計画等 経済・社会開発計画 

注）1．貿易額について、輸出入いずれもFOB価額。 

  2．面積については“Surface Area”の値（湖沼等を含む）を示している。 

 

表－2 我が国との関係 

指     標 

対日輸出 （百万円） 18,152.1 

対日輸入 （百万円） 26,944.2 貿易額（2005年） 

対日収支 （百万円） -8,792.1 

我が国による直接投資 （百万ドル） － 

進出日本企業数 （2005年11月現在） 3 

モロッコに在留する日本人数 （人） 

（2005年10月1日現在） 
246 

日本に在留するモロッコ人数 （人） 

（2005年12月31日現在） 
345 
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表－3 主要開発指数 

開  発  指  標 最新年 1990年 

所得が1日1ドル未満の人口割合       （％） 2 (1990-2004年) 

下位20％の人口の所得又は消費割合     （％） 6.5 (1998-1999年) 極度の貧困の削減と飢饉の撲滅 

5歳未満児栄養失調割合          （％） 9 (1996-2004年) 

成人（15歳以上）識字率          （％） 52.3 (2004年) 38.7
普遍的初等教育の達成 

初等教育就学率              （％） 86 (2004年) 56 (1991年)

女子生徒の男子生徒に対する比率（初等教育） 0.94 (2004年) ジェンダーの平等の推進と女性
の地位の向上 

女性識字率の男性に対する比率（15～24歳） （％） 75 (2004年) 

乳児死亡率         （出生1000件あたり） 38 (2004年) 119 (1970年)
幼児死亡率の削減 

5歳未満児死亡率      （出生1000件あたり） 43 (2004年) 184 (1970年)

妊産婦の健康改善 妊産婦死亡率        （出生10万件あたり） 220 (2000年) 

成人（15～49歳）のエイズ感染率注1）    （％） 0.1[0.1–0.4] (2005年) 

結核患者数           （10万人あたり） 105 (2004年) 
ＨＩＶ/ＡＩＤＳ、マラリア、その他の
疾患の蔓延防止 

マラリア患者数注2）        （10万人あたり） (･) (2000年) 

改善された水源を継続して利用できる人口  （％） 81 (2004年) 75
環境の持続可能性の確保 

改善された衛生設備を継続して利用できる人口 （％） 73 (2004年) 56

開発のためのグローバルパート 債務元利支払金総額割合 

ナーシップの確保   （財・サービスの輸出と海外純所得に占める％）
6 (2004年) 7

人間開発指数（ＨＤＩ） 0.64 (2004年) 0.549

注）1．[ ]内は範囲推計値。 

  2．マラリア患者数についてはHDR2006に掲載されていないため、HDR2005を参照。 

 

 

 2．モロッコに対するＯＤＡの考え方 

 

 モロッコに対するODAの意義 

  モロッコは、ジブラルタル海峡を挟んでアフリカ大陸と欧州を結ぶ地政学的に重要な位置にある穏健かつ現

実的な外交政策をとる北アフリカ・地中海地域の安定勢力であり、また、中東和平問題の解決にも尽力してい

る。内政面では、民主化、近代化を推進しつつあり、経済面では、国内市場の開放及び外貨投資の誘致による

国内経済の活性化と共に、国内是正格差及び雇用促進策に取り組んでいる。我が国としては、モロッコと漁業

協定を結んでいることを含め、良好な二国間関係を踏まえ、積極的にODAを実施している。 

 モロッコに対するODAの基本方針 

  民主化、経済改革努力及びモロッコの最重要課題の一つである地域、社会格差是正努力を支援するため、各

形態による援助を実施している。なお、モハメッド6世国王により発表された「人間開発に係る国家イニシアテ

ィブ（INDH）」は、従来からの我が国の対モロッコODA方針に重なるものであり、日本国政府は、2005年11月

のモハメッド6世国王の国賓訪日に際し、同イニシアティブに対する支持を表明している。 

 重点分野 

  1999年7月に実施した経済協力政策協議において以下の～の6分野を重点分野とすることを確認した。 

  農業及び水産業の開発・振興の支援 

  限られた水資源の効率的利用のための農業用水及び飲料水確保のための水資源開発支援 

  持続的経済成長を支える基礎インフラ整備分野への支援 

  都市・地方間の格差是正及び貧困削減のための地方開発分野への支援 

  持続的発展確保のための環境分野での支援 

  社会開発支援 

 

 3．モロッコに対する2005年度ＯＤＡ実績 

 

 総論 

  2005年度のモロッコに対する円借款は271.86億円、無償資金協力は7.13億円（以上、交換公文ベース）、技術
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協力は11.39億円（JICA経費実績ベース）であった。2005年度までの援助実績については、円借款1870.38億円、

無償資金協力295.73億円（以上、交換公文ベース）、技術協力284.08億円（JICA経費実績ベース）である。 

 円借款 

  運輸、エネルギー、水資源などの分野を中心に円借款を供与してきおり、2005年度は「地方電化計画Ⅲ」、「下

水道整備計画」及び「マラケシュ-アガディール間高速道路建設計画」に対して円借款の供与を決定した。 

 無償資金協力 

  1986年に一般プロジェクト無償資金協力対象国に移行して以来、保健・医療、水供給分野等の基礎生活分野、

農業分野を中心に援助を実施している。2005年度には、ノン・プロジェクト無償資金協力（5.00億円）や文化

無償資金協力を実施したほか、23件の草の根・人間の安全保障無償資金協力を実施した。 

 技術協力 

  従来から農水産、水資源、鉱工業分野を中心に、研修員受入、専門家派遣、青年海外協力隊派遣、技術協力

プロジェクト等の各種形態の協力を実施している。なお、2005年度には仏語圏アフリカ諸国を対象として89名

に対する第三国研修を実施した。 

 

 4．モロッコにおける援助協調の現状と我が国の関与 

 

 モロッコにおいては、UNDPや世界銀行等の主要ドナー主導による援助調整は行われておらず、プロジェクト・

ベースでモロッコ政府側のプログラム要請に従って支援が実施されている。なお、INDHへの関わり方やセクター

別の情報交換等については、国際機関やドナー主催の会合等により実施されている。特に水分野には多くのドナ

ーが関与しているので、ドナー会合が頻繁に開催されており、我が国も積極的に参加している。また、OECD - DAC

における援助効率に係るパリ宣言に基づいて、援助の効率化に関する議論が行われている。 

 

表－4 我が国の年度別・援助形態別実績（円借款・無償資金協力年度E/Nベース、技術協力年度経費ベース） 

（年度、単位：億円）

年 度 円 借 款 無償資金協力 技 術 協 力 

2001年 127.64 16.89 14.85 (13.50) 

2002年 73.50 13.97 13.74 (12.42) 

2003年 89.35 4.61 16.39 (15.15) 

2004年 − 4.57 16.51 (15.29) 

2005年 271.86 7.13 11.39 

累 計 1,870.38 295.73 284.08 

注）1．年度の区分は、円借款及び無償資金協力は原則として交換公文ベース、技術協力は予算年度による。 

  2．「金額」は、円借款及び無償資金協力は交換公文ベース、技術協力はJICA経費実績及び各府省庁・各都道府県等の技術協力経費実績ベー

スによる。 
  3．円借款の累計は債務繰延・債務免除を除く。 
  4．2001〜2004年度については、日本全体の技術協力事業の実績。2001〜2004年度の（ ）内はJICAが実施している技術協力事業の実績。な

お、2005年度の日本全体の実績については集計中であるため、JICA実績のみを示している。 

 

表－5 我が国の対モロッコ経済協力実績 

（暦年、DAC集計ベース、単位：百万ドル、支出純額）

歴 年 政府貸付等 無償資金協力 技 術 協 力 合 計 

2001年 71.95 15.00 14.68 101.62 

2002年 20.49 9.46 10.84 40.80 

2003年 33.59 15.95 15.24 64.79 

2004年 45.42 7.81 13.08 66.32 

2005年 -69.43 2.22 13.02 -54.19 

累 計 516.59 229.67 245.88 992.19 

出典）OECD/DAC 

注）1．政府貸付等及び無償資金協力はこれまでに交換公文で決定した約束額のうち当該暦年中に実際に供与された金額（政府貸付等につい

ては、モロッコ側の返済金額を差し引いた金額）。 

  2．技術協力は、JICAによるもののほか、留学生受入や関係省庁及び地方自治体、公益法人による技術協力を含む。 

  3．四捨五入の関係で、合計値が合わない場合がある。
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表－6 諸外国の対モロッコ経済協力実績 

（暦年、DAC集計ベース、単位：百万ドル、支出純額）

歴年 1位 2位 3位 4位 5位 うち日本 合  計 

2000年 フランス 154.7 日本 103.3 米国 14.0 ドイツ 6.2 カナダ 5.2 103.3 293.1

2001年 フランス 174.4 日本 101.6 スペイン 37.1 ドイツ 29.3 カナダ 3.2 101.6 342.1

2002年 フランス 145.8 日本 40.8 スペイン 18.4 ドイツ 16.9 ベルギー 4.6 40.8 216.6

2003年 フランス 205.0 日本 64.8 イタリア 21.9 ドイツ 15.7 スペイン 15.3 64.8 335.7

2004年 フランス 218.1 日本 66.3 スペイン 51.0 ドイツ 34.5 ベルギー 13.3 66.3 393.5

出典）OECD/DAC 

 

表－7 国際機関の対モロッコ経済協力実績 

（暦年、DAC集計ベース、単位：百万ドル、支出純額）

歴年 1位 2位 3位 4位 5位 そ の 他 合  計 

2000年 CEC 117.3 AfDF 4.2 WFP 2.2 UNTA 2.0 IFAD 1.8 2.8 130.4

2001年 CEC 132.0 AfDF 5.2 UNTA 2.9 WFP 2.1 UNICEF 1.8 -1.9 142.0

2002年 CEC 127.1 AfDF 2.9 UNTA 2.0 UNICEF 1.5 WFP 1.3 0.6 135.5

2003年 CEC 147.2 UNTA 3.0 UNFPA 2.1 UNICEF 1.4 UNDP 0.8 1.4 155.9

2004年 CEC 219.9 AfDF 4.0 UNTA 2.7 UNFPA 2.6 GEF 2.3 10.8 242.4

出典）OECD/DAC 

注）1．順位は主要な国際機関についてのものを示している。 

  2．四捨五入の関係で、合計値が合わない場合がある。 

 

表－8 我が国の年度別・形態別実績詳細（円借款・無償資金協力年度E/Nベース、技術協力年度経費ベース） 

（年度、単位：億円）

年度 円 借 款 無 償 資 金 協 力 技 術 協 力 

00年度
までの
累 計 

1,308.03億円 

内訳は、2005年版の国別データブック、も

しくはホームページ参照 

（http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda

/index/shiryo/jisseki.html) 

 

248.56億円

内訳は、2005年版の国別データブック、も

しくはホームページ参照 

（http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda

/index/shiryo/jisseki.html) 

 

 

研修員受入 

専門家派遣 

調査団派遣 

機材供与 

協力隊派遣 

204.37億円

600人

226人

1,200人

2,302.90百万円

623人

2001年 

 127.64億円 

地中海道路建設計画     (127.64) 

 16.89億円

地方村落妊産婦ケア改善計画（1/2）(4.65)

水産物開発技術センター建設計画 (11.21)

草の根無償      (1.03)

 

研修員受入 

専門家派遣 

調査団派遣 

機材供与 

(協力隊派遣) 

 

14.85億円 

53人 

27人 

87人 

89.66百万円 

(13.50億円)

(53人)

(27人)

(87人)

(89.66百万円)

(21人)

(5人)

2002年 

 73.50億円 

地方電化計画（2）     (73.50) 

 13.97億円

地方村落妊産婦ケア改善計画（2/2）(7.84)

シディハセイン零細漁村開発計画 (5.15)

草の根無償（20件）      (0.98)

 

研修員受入 

専門家派遣 

調査団派遣 

機材供与 

留学生受入 

(協力隊派遣) 

 

13.74億円 

58人 

16人 

74人 

83.10百万円 

56人 

(12.42億円)

(51人)

(15人)

(74人)

(83.10百万円)

(29人)

(7人)

2003年 

 89.35億円 

地方部中学校拡充計画     (89.35) 

 4.61億円

ベンスリマン地区飲料水計画   (0.93)

シディハセイン零細漁村開発計画（2/2）

 (2.19)

草の根・人間の安全保障無償（20件）(1.49)

 

研修員受入 

専門家派遣 

調査団派遣 

機材供与 

留学生受入 

(協力隊派遣) 

 

16.39億円 

129人 

46人 

97人 

71.24百万円 

58人 

(15.15億円)

(60人)

(45人)

(97人)

(71.24百万円)

(20人)

(7人)

 

(その他ボランティア) 

(その他ボランティア) 

(その他ボランティア) 
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年度 円 借 款 無 償 資 金 協 力 技 術 協 力 

2004年 

な し  4.57億円

道路保守建設機械訓練所機材整備計画 

 (3.82)

草の根・人間の安全保障無償（12件）(0.75)

 

研修員受入 

専門家派遣 

調査団派遣 

機材供与 

留学生受入 

(協力隊派遣) 

 

16.51億円 

141人 

28人 

60人 

110.78百万円 

58人 

(15.29億円)

(136人)

(25人)

(57人)

(110.78百万円)

(24人)

(3人)

2005年 

271.86億円 

下水道整備計画         (42.03) 

地方電化計画（III）       (52.57) 

マラケシュ－アガディール間高速道路建

設計画            (177.26) 

7.13億円

ノン・プロジェクト無償      (5.00) 

王立図書館に対する音響・照明・視聴覚機

材供与      (0.46) 

草の根・人間の安全保障無償（23件）(1.67) 

 

研修員受入 

専門家派遣 

調査団派遣 

機材供与 

協力隊派遣 

その他ボランティア 

11.39億円

62人

15人

60人

20.53百万円

28人

19人

2005年
度まで
の累計 

 1,870.38億円  295.73億円  

研修員受入 

専門家派遣 

調査団派遣 

機材供与 

協力隊派遣 

その他ボランティア 

284.08億円

954人

367人

1,646人

2,785.35百万円

769人

41人

注）1．年度の区分は、円借款及び無償資金協力は原則として交換公文ベース、技術協力は予算年度による。 

  2．「金額」は、円借款及び無償資金協力は交換公文ベース、技術協力はJICA経費実績及び各府省庁・各都道府県等の技術協力経費実績ベー

スによる。 

  3．円借款の累計は債務繰延・債務免除を除く。 

  4．2001〜2004年度の技術協力においては、日本全体の技術協力の実績であり、2001〜2004年度の（ ）内はJICAが実施している技術協力事

業の実績。なお、2005年度の日本全体の実績については集計中であるため、JICA実績のみを示し、累計については2005年度までにJICAが実

施している技術協力事業の実績の累計となっている。 

  5．調査団派遣にはプロジェクトファインディング調査、評価調査、基礎調査研究、委託調査等の各種調査・研究を含む。 

  6．四捨五入の関係で、累計値が合わない場合がある。 

 

表－9 実施済及び実施中の技術協力プロジェクト案件（終了年度が2001年度以降のもの） 

案 件 名 協 力 期 間 

水産専門技術訓練センター計画 

鉱物資源探査技術向上プロジェクト 

アフリカ地域国（モロッコ）第三国集団研修｢道路保守技術｣プロジェクト・フェーズ1 

農業機械教育センター計画 

零細漁業改良普及システム整備計画 

地方飲料水供給計画 

アトラス地球洪水予警報システム支援プロジェクト 

第三国研修｢モロッコ零細漁業普及振興｣ 

地方飲料水供給計画支援 

地方村落妊産婦ケア改善プロジェクト 

水産物付加価値向上促進計画 

アフリカ地域国（モロッコ）第三国集団研修｢道路保守技術｣プロジェクト・フェーズ2 

94.06～01.06 

98.04～02.03 

00.01～03.10 

00.09～05.08 

01.06～06.05 

03.07～04.10 

04.06～07.08 

04.09～09.03 

04.10～06.10 

04.11～07.11 

05.06～08.06 

05.10～09.09 

 

表－10 実施済及び実施中の開発調査案件（終了年度が2001年度以降のもの） 

案 件 名 協 力 期 間 

地方水資源開発計画調査 

アトラス地域洪水予警報システム計画調査 

マラケシュ・テクナ地域資源開発調査 

東部アトラス地域伝統灌漑施設（ハッターラ）改修・農村開発計画調査 

地方基礎教育改善計画調査 

99.12

01.03

02.09

03.02

03.09

～01.07 

～02.05 

～05.03 

～05.12 

～05.12 

 

(その他ボランティア) 
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表－11 2005年度草の根・人間の安全保障無償資金協力案件 

案 件 名 

アイト ワラル地区巡回保健サービス車輌配備計画 

アクヌール女子学生寄宿舎建設計画 

アナメル スモグン村社会総合センター建設計画 

タセグデルト地区村道整備計画 

タルガ ヌトゥシュカ地区村道整備計画 

ミデルト社会文化センター整備計画 

ローマニ社会教育職業訓練センター建設計画 

ムゾウダ地区飲料水供給計画 

ブトゥルシュ地区アグニ アッダン小学校拡張計画 

タルーダント市孤児院整備・機材供与計画 

アウガンズ地区未舗装道路整備計画 

イコウザ・アイト ボウアド集落道路整備計画 

タザ点字連盟職業訓練センター整備計画 

タザ盲人センター整備計画 

ハッターラ ティニフィフト修復計画 

ハッターラ タサマムト修復計画 

ハッターラ スバイク修復計画 

ハッターラ ラグラグリア修復計画 

ハッターラ ハルン修復計画 

フォクラ地区道路整備計画 

フォクラ地区飲料水供給計画 

フォクラ地区2小学校整備計画 

メクネス身障者義肢製作施設機材整備計画 

 

 

 

 

 




